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要 約 

衛星光学センサ画像を用いた建物の被害把握はこれまでに数多く行われてきたが、直下視

の画像からは建物上面しか観察できないため、建物側面への被害や層崩壊などの被災パタ

ーンを判読することは困難であった。そこで本研究では、 高解像度の衛星搭載合成開口レ

ーダ(SAR)で得られた地震前後の強度画像を用い、画像上の倒れ込み領域とレーダー影から

個別建物の形状変化を把握し、被害抽出を試みた。仙台塩釜港周辺の建物と福島第一原子

力発電所を対象として、多時期のTerraSAR-X画像を使用して、災害前後の倒れ込み領域と

レーダー影内の後方散乱の変化を観察した。その結果、津波によって側面が損壊した建物

や、爆発によって上部が吹き飛んだ原子炉建屋の被害を捉えることができた。 
 

キーワード： 2011年東北地方太平洋沖地震、建物被害、合成開口レーダ、倒れ込み、 

レーダー影  

 

1．研究背景と目的 

 

 地震・津波などの自然災害の発生時には、被災状況の迅速な把握が必要である。しかし、2011年3月11

日に発生した東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）のように、被害が広域にわたり、かつ道路網が寸

断した場合には、情報収集に多大な時間を要する。このような場合の早期の情報収集手段として、衛星

や航空機からのリモートセンシングの活用が考えられる1)-3)。とくに東日本大震災の場合は、福島第一原

発事故による放射性物質の漏洩が発生し、対象区域内の立ち入りや上空の飛行が不可能となった。この

ため、衛星リモートセンシングや無人機からの画像・映像が大きな情報源となった4), 5)。 

 衛星リモートセンシングで利用されるセンサは、光学センサ、熱赤外センサ、合成開口レーダ(SAR)

に大別される。光学センサ衛星としては、Landsatシリーズ、SPOTシリーズ、Terra/ASTERなど解像度

10-30m程度の中解像度地球観測衛星が従来主流であったが、最近は、解像度が最大50～60cm程度の商業

用高解像度衛星（QuickBird、 GeoEye、 WorldViewなど）が次々に打上げられ、得られた画像から構造

物の詳細な形状などを把握することも可能となった。実際に、2004年イラン・バム地震6)、2006年イン

ドネシア・ジャワ島中部地震7)、2010年ハイチ地震8)などで建物被害の抽出に利用され、”Crowdsourcing”
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という、多数の画像判読ボランティアに頼って広域の被害目視判読を分担で行う試みも行われている9)。

光学画像の最大の利点は、写真と同じように誰にでも分かりやすく、目視判読や画像解析によって現地

の状況を容易に把握できる点である。しかし、光学画像の撮影は、太陽光のある日中に限定されるとと

もに天候条件に左右され、災害発生後、雲の少ない画像が早期に得られないことも多い。また、ほぼ直

下視の衛星画像を用いた被害判読では、建物の上面しか確認することができず、壁などの側面の被害や

中間層崩壊などの被害パターンは判読が困難で、実際の被害を過小評価してしまう恐れがある。このよ

うな被害パターンの検出に関しては、ほぼ同時期にやや違う位置から撮影された2枚の光学画像の立体視

により、建物高さを求めることも可能である。しかし、地震前と地震後で計4枚の画像が必要となり、地

震前のデータセットが存在しない場合も多く、コスト的にも困難なことが多い。筆者らは10)、2003年ア

ルジェリア地震前後に得られた高解像度光学センサ衛星画像11)における日影から建物高さを計測し、そ

の高さの変化を利用することで、倒壊などの形状変化をもたらす大被害の把握を行っている。  

 熱赤外センサはTerra/ASTERやLandsatなどの衛星に搭載され、その画像を用いて津波や洪水による浸

水域の把握12)-14)などに利用されている。熱赤外センサは、地表面からの熱放射を観測する機構であるこ

とから、昼夜とも使用可能であるが、雲があると地表の観測はできない。また、解像度は60-90mと光学

センサに比べると大幅に低く、個別の建物の被害把握への利用は難しい。 

光学センサや熱赤外センサに比べると、合成開口レーダ（SAR）は災害発生時の撮影機会に恵まれて

いる。SARでは、衛星からマイクロ波を能動的に照射し、その反射波を観測することにより地表面の状

況を把握する。SAR画像は、単偏波観測の場合は白黒で情報量が少ないものの、昼夜や天候に左右され

ることなく撮影が可能であり、災害時の緊急対応に適する。10-30m程度の中解像度のSAR画像に基づく

市街地レベルの地震被害把握に関しては、松岡ら15)-17)による一連の研究が挙げられる。また、斜面崩壊

や浸水域の把握などにも利用されている18), 19)。SARセンサに関しても、最近、解像度の向上が目覚まし

く、TerraSAR-X (TSX)やCOSMO-SkyMed (CSM)といった地上解像度1-5ｍの高分解能SAR衛星が稼働を

始めた。これらから得られたSAR強度画像を用いて、地殻変動の抽出20), 21)、津波湛水域の抽出22)、建物

被害把握23), 24)などが既に行われている。 

本研究では、東北地方太平洋沖地震の前後に撮影された解像度約3mのStripMapモードのTSX画像を使

用して、SARの斜め照射特性から起こる画像上における建物の倒れ込みやレーダー影といった基本的な

特徴を利用し、それらの領域の変化から構造物の形状変化を推定し、被害状況の把握を試みる。 

 

2. 倒れ込み範囲におけるSAR強度平均値の変化による建物被害推定 

 

2.1 対象地域と使用データ 

まず、東北地方太平洋沖地震において津波被害を受けた仙台塩釜港を対象に、倒れ込み範囲の後方散

乱係数値の変化から被害を検出する検討を行う。この地震では、東北地方の太平洋沿岸を中心に、北海

道から鹿児島県にかけての各観測施設で津波を観測した。とくに三陸沿岸では、リアス式海岸という特

異な地形が津波高さを増大させ、最大40.1ｍの津波の遡上高が観察されている 25)。この地震による建物

被害は全壊家屋が約129,000棟、半壊家屋が約270,000棟という膨大な数にのぼる26)。 

津波による建物被害は、地震による震動被害とは異なり、図1のように建物側面や建物下部への被害が

特徴的であり、筆者らが現地調査を行った際にもこのような被害モードが多数見られた。このような被

害は、直下視の光学衛星画像や航空写真を用いて被害判読を行う際には、建物上面に変化が見られない

ため把握が困難であり、被害の過小評価を招く。そこでここでは、 SAR画像の斜め照射特性を用いて、

津波による構造物側面の被害の検出を試みる。 

仙台市付近を対象として、同じ条件で撮影された多時期のTerraSAR-X (TSX)画像を使用し、画像上の

後方散乱係数の変化を把握し、実際の被害状況と比較する。まずGoogleEarthストリートビュー27)上で、

津波により側面に被害を受けた建物13棟と浸水域外の無被害の建物13棟を抽出し、被害の有無による

SAR画像の後方散乱係数の違いを比較する。この検討で得られた結果から閾値を設定し、仙台塩釜港の

建物、計101棟を対象に、提案手法を用いて被害建物を抽出し、復興支援調査アーカイブ28)における現地

調査結果と比較して精度の評価を行う。 

 本検討では、 2010年10月21日、2011年3月13日、2011年4月4日に撮影された計3時期のTSX画像を用い
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た29)。これらはいずれも、下降軌道（280°）から観測角度37.3°で、HH偏波によりStripMapモードで撮

影されたものである。元画像の空間解像度はアジマス方向が約3.5 m、レンジ方向が約3.3 mである。使

用画像は、幾何補正(EEC)後に1.25 m/pixelの解像度にリサンプリングされたものである（図2）。各画像

は、デジタルナンバーから後方散乱係数σ0へと変換した後30)、Leeフィルタ31)を3×3のウインドウで適用

しスッペクルノイズを低減した。 

 東北地方太平洋沖地震では、本震およびその後の余震によって東北地方を中心に著しい地殻変動が発

生した。国土地理院が全国1,240箇所に設置したGPSを用いた電子基準点(GEONET) の記録によると、本

震（M9.0）では、最大で水平方向に約5.3m、上下方向に約1.2mという極めて大きな地殻変動が観測され

た32)。そのため、SAR衛星の軌道情報のみから位置を定義した事前・事後画像ではズレが生じる29)。地

震前後画像を用いて個別建物の変化を求める本検証では、このズレは誤差要因となる。そのため、本研

究で対象となる1km2以下の範囲で切り出した事後画像を東へ2 pixel、南へ1 pixel移動させ、地殻変動量

をほぼ打ち消すような位置補正を行った22)。 

 

2.2 倒れ込み範囲における強度平均値の変化による建物被害推定手法 

 SAR画像では衛星が斜め上方から照射したマイクロ波の後方散乱波を観測することによって、地表面

の状況を認識する。そのため図3に示すように、地表面に立つ建物はグランドレンジ上で倒れ込みを起こ

し、倒れ込み範囲での後方散乱の値は地表面からの反射に加えて、建物側面からの反射を含んだ値とな

る33)。ここで、実線の青色矢印はマイクロ波の入反射を示しており、a~eはそれぞれ地面、建物の接地部

輪郭、壁、屋根の輪郭、屋根からの後方散乱であり、fはレーダー影における後方散乱を示す。緑色点線

  

図 1 津波による特徴的な建物被害の例 

（筆者らが女川町において 2011 年 7月 10日撮影） 

 

TSX撮影範囲2010/10/21 05：43 2011/03/13 05：43 2011/04/04 05：43

仙台塩釜港

図 2 使用した宮城県沿岸地域の 3時期の TerraSAR-X 画像とその範囲 
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はそれぞれの部分が画像上に投影したときの場所を示す。ここでは、建物側面の接地面から屋根輪郭ま

で、グランドレンジ画像上で建物側面からの反射に対応する部分、すなわちLの範囲を倒れ込み範囲と

定義する。また、建物の存在のため、建物接地幅Bと長さL’を合わせた範囲のfがレーダー影になる。 

 tanH/L                       (1) 

tanHL'                    (2) 

ここで、はマイクロ波の観測（入射）角、Hは建物高さ、Lは倒れ込み長、(L'＋B)はレーダー影長であ

る。図3(d)に示す例では、津波によって建物側面が破損し、倒れ込み範囲L内では壁の反射量が少なく

なり、後方散乱強度(a+c)の範囲が狭くなる。一方、マイクロ波が破損した側面の壁を透過することでレ

ーダー影fの範囲が狭くなり、その範囲内の後方散乱強度が上昇する。  
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図 3 a 観測点と後方散乱強度の関係、b高層建物の TSX 画像、c、d 津波前後の後方散乱強度 
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図 4 倒れ込み範囲を用いた被害把握手法の検討対象地と対象建物（被害あり a-m、被害なし n-z）
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 本研究では、まずGoogleEarthの光学画像27)から建物輪郭を作成し、この輪郭を津波前のSAR画像に重

ね合わせ、目視で比較しながらマイクロ波の照射方向に移動させ、倒れ込み輪郭を作成する。この際、

光学画像の日影長さ10)とGoogleEarthストリートビューの写真27)からも、建物の推定高さが適当かどうか

確認した．この倒れ込み輪郭内の後方散乱係数値を集計し、その2時期間の変化から建物側面の津波によ

る被害の把握を試みる。 

 

2.3 被害の有無による倒れ込み範囲の値の変化比較 

今回対象とした側面に被害を受けた建物13棟と無被害の建物13棟の光学画像を図4に示す。また、図5

に3時期のTSX画像の各建物の倒れ込み範囲の後方散乱係数の平均値、標準偏差を示したグラフを、図6

に各建物の倒れ込み範囲内の後方散乱係数の事後・事前画像の差分を示す。 

 

図 5 被害・無被害建物の倒れ込み範囲内における後方散乱係数の平均値・標準偏差の時間変化 

 

図 6 被害・無被害建物の後方散乱係数の平均値の差分：[事後]－[事前] 



 
 

- 23 - 
 

図5の各建物の倒れ込み範囲内の後方散乱係数の平均値では、被害建物において津波後の平均値が著し

く減少する傾向が見られる。一方、無被害建物では、この平均値がほぼ一定の値を示しており、被害の

有無による倒れ込み範囲での後方散乱係数の変化傾向に違いが見られる。これは建物側面の損傷によっ

てマイクロ波の反射が弱まり、側面からの反射を表す図3(c)におけるb、cの後方散乱の値が減少した影

響によるものと考えられる。標準偏差においては、被害建物の方が無被害建物に比べて値が低いように

見えるが、これは側面の被害により、後方散乱の値そのものが低下した影響と思われる。 

 

ー 建物輪郭
ー 倒れ込み範囲

2010/04/04  GeoEye 2011/04/06  ZENRIN

2011/03/132010/10/21 2011/04/04
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図 7 側面に被害を受けた建物の状況（後方散乱係数が低下した建物 cと増加した建物 i, j； 

画像は全て GoogleEarth より抽出） 
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図6において特徴的な被害・無被害建物について、TSX画像とGoogleEarth光学画像、SAR反射に対応す

る建物側面のストリートビュー画像からその原因を考察する。図7に示す被害建物cでは側壁が完全に損

壊しており、このためこの面での反射が大きく低下したと考えられる｡一方、建物i, jでは逆に、津波直

後に倒れ込み輪郭内の平均値の上昇が見られたが、図7における2011/03/13の光学画像を確認してみると、

倒れ込み範囲内に瓦礫の散乱が見られることから、この影響によっての後方散乱係数が上昇したと考え

られる。このことは、建物jにおいて瓦礫撤去が観察されている2011/04/04の平均値が2011/03/13の平均値

と比べ減少していることからも確認できる。建物iに関しては、瓦礫撤去後の2011/04/04の平均値におい

ても、2010/10/21のものと比べ上昇が見られる。これは強い反射を示す鉄骨の露出量が建物jに比べ多い

ため、倒れ込み範囲内の後方散乱係数の平均値を求める本手法では、本来現れるべき後方散乱の減少が、

鉄骨によって相殺されてしまったことが原因として考えられる。なお、鉄骨のような金属材料は導体で

あるためマイクロ波の入射に対し全反射を起こし、幾何形状による2面コーナー反射によって強い後方散

乱を示すことが知られている34)。 

図8に無被害建物の例を2棟示す。建物uは典型的な無被害建物で、画像からも地震・津波による影響は

見られず、後方散乱係数の平均値もほぼ一定のままである。建物yでは2011/04/04において異常な平均値

の上昇が見られたが、2011/03/13には大きな変化は見られない。倒れ込み範囲にスペースが存在するこ

とから、光学画像からは特定はできないが反射の強い自動車等の存在によるものであると考えられる。 

 以上より、倒れ込み範囲の状況に左右されるものの、事後・事前の差分を示した図6において、 被害

ありの建物の21/26が2011/03/13または2011/04/04の事後画像で負の値を示しており、一方、被害なしの建

物は逆に22/26が正の値を示していることから、倒れ込み範囲の後方散乱係数の平均値の2時期の差分を

求めることで、とくに建物側面における被害の有無を検出できる可能性を示している。これは、主とし

て鉛直方向から撮影される光学衛星画像からは得られない情報であり、斜め入射を特徴とするSAR画像

の大きな有用性の１つと考えられる。なお、無被害建物でも大半が後方散乱係数の増加が見られたこと

は、推測ではあるが復旧活動による車両等の影響と考えられる． 

2010/04/04  GeoEye 2011/04/06  ZENRIN

2011/03/132010/10/21 2011/04/04

2011/03/13  GeoEye

ー 建物輪郭
ー 倒れ込み範囲

SAR反射側面

u

 

2010/04/04  GeoEye 2011/04/06  ZENRIN

2011/03/132010/10/21 2011/04/04

2011/03/13  GeoEye

－建物輪郭
－倒れ込み範囲

SAR反射側面

y

 

図 8 無被害建物の状況（後方散乱係数がほぼ一定の建物 uと増加した建物 y；  

画像は全て GoogleEarth より抽出） 
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2.4 エラーマトリックスを用いた精度評価 

前節の結果より、倒れ込み範囲内の後方散乱係数の平均値の2時期の差分を用いて建物被害の検出を行

う。今回は、事後画像と事前画像の差分が負の値を示した（後方散乱が低減した）場合、すなわち0以下

の建物を被害ありと判定する。使用データは、前節で用いた2010年10月21日と2011年3月13日のTSX画像

（図2）とし、復興支援調査アーカイブで提供されている建物輪郭データ28)をもとに、同様の作成方法で

倒れ込み輪郭を作成した。仙台塩釜港を対象地域として、前節で用いた建物を除いた計101棟の建物（図

9）に対して検討した。今回は復興支援調査アーカイブにおける現地調査結果28)と本手法の判定結果を比

較した。この現地調査では、建物被害を全壊（流出）、全壊、全壊（一階天井以上浸水）、大規模半壊、

半壊（床上浸水）、一部損壊（床下浸水）、被害なしの全7区分に分類している。建物ごとの被害区分は、

原則として国土交通省の委託を受けた技術者の現地での外観目視調査によるもので、罹災証明とは必ず

しも一致していない28)。 

本検証では、全壊（流出）判定以外の建物を対象として選び、現地調査結果における大規模半壊以上

の被害を本手法での「被害あり」として、エラーマトリックスを用いた精度評価を行う。図9に復興支援

調査アーカイブに収められている、現地調査における被害区分図（計101棟）と被害判定に対応する現地

写真の例を示す。 

 図10に各被害区分の建物について、倒れ込み範囲にける後方散乱係数の平均値の津波前後の差分を表

す。「全壊」の建物では全て平均値の減少が見られる。しかし、全壊（一階天井以上浸水）において大

きなばらつきが出ており、差分の閾値を0とした場合は、半数の建物で平均値が増加している。 

全壊

全壊
（一階天井以上浸水）

大規模半壊

半壊
（床上浸水）

一部損壊
（床下浸水）

現地調査における被害判定
被災なし

 

図 9 精度検証に用いた対象建物と被害区分（計 101 棟）と現地調査における被害判定例 28) 

 

図 10 各被害区分の建物に対する後方散乱係数の倒れ込み範囲内の平均値の差分：[事後]－[事前]
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後方散乱係数の平均値が減少したものを「被害あり」、増加したものを「被害なし」の2区分で求めた

エラーマトリックスを表1に示す。「全壊」区分の建物ではプロデューサ精度、ユーザ精度ともに80％以

上の高い値を示しているが、全壊（一階天井以上浸水）の区分の建物ではプロデューサ精度 が50％とい

う低い値となった。これは判定基準が一階天井以上浸水のため、外面上の被害が出ていない建物につい

ても、この被害区分となっている可能性があるからといえよう。一方、津波被害を受けた「大規模半壊」

の建物では、35棟中26棟が被害ありの区分となった。また、半壊以下の被害区分の精度については、サ

ンプル数が少ないため一概にはいえないが、図3で示したように倒れ込み範囲内の値が側面のみの値では

なく地表面からの反射の値も含んでいるため、自動車や瓦礫など後方散乱の強い物体の存在によって、

結果が影響された可能性も考えられる。 

以上の結果から、本手法による建物被害の推定は、精度面でやや課題が残るものの、直下視の光学画

像では確認することができない建物側面の被害把握を可能にすることを示すことができた。なお、航空

写真においては斜め撮影が行われることもあるが、地図への投影が困難であるため、その利用は限定さ

れている。衛星SAR画像を利用することで、多くの地域において建物側面の被害把握が可能となること

が期待できる。 

 

 

3. 福島原発事故におけるSAR画像を用いた被害把握 

 

3.1 使用データ 

本章の検討には、2011年東北地方太平洋沖地震後に観測された2011年3月13日、2011年9月5日の2時期

のTSX画像を用いた。いずれも下降軌道からHH偏波でStripMapモードにより撮影されたものである。解

像度はアジマス方向が約3.5 m、レンジ方向が約3.3 mで、観測角度はともに37.3°である。使用画像は、

幾何補正(EEC)後に1.25 m/pixelの解像度にリサンプリングされたものである（図11）。 各画像を後方散

乱係数σ0へと変換した後30)、Leeフィルタ31)を3×3のウインドウで適用しスッペクルノイズを低減した。

本章で用いた画像は、ともに地震後のものであるため、前章で行った地殻変動を打ち消すための位置補

正は行わない。また、 現地の状況を把握するため、2011/09/16に撮影された高解像度光学センサ衛星

GeoEye-1により取得された画像をSAR画像との比較に用いた（図11）。 

ここでは福島第一原子力発電所の1~4号機について検討を行い。両画像の撮影時差内に爆発事故のあ

った3、4号機建屋と外見上、建屋被害のない2号機建屋を比較し、その違いについて考察する。また1号

機ではすでに爆発事故が発生した後であるため、事後対応を記した東京電力の資料35)と比較しながら、

SAR画像上の変化を考察する。 
 

3.2 倒れ込み範囲とレーダー影における強度平均値の変化による被害把握 

 原発建屋の被害把握では、原発の複雑な構造上、倒れ込み範囲に強い後方散乱を示す金属製の配管設

備が密集し明確な差が出ないことも考えられたため、地表面の状態に左右されないレーダー影を用いた

変化と併せて被害把握を行う。倒れ込み現象やレーダー影が画像上に現れることを利用し、経済産業省

Webページ36)で公開されている建屋断面図の高さをもとに式(1)、式(2)から倒れ込み輪郭とレーダー影

輪郭をそれぞれ作成し、図12にそれらを示す。 

表 1 復興支援調査アーカイブデータに対する TSX 画像による変化抽出結果のエラーマトリックス

（倒れ込み範囲の後方散乱係数の平均値が低下したものを被害ありとした） 

現地調査

SAR
被災なし 一部損壊

（床下浸水）

半壊
(床上浸水)

大規模半壊 全壊
(一階天井以上浸水)

全壊 合計
User's

Accuracy [％]

被害なし 3 4 13 9 16 0 45 44.4 
被害あり 3 2 4 26 16 5 56 83.9 

合計 6 6 17 35 32 5 101
Producer's
Accuracy [％] 50.0 66.7 76.5 74.3 50.0 100.0 Overall

Accuracy [％] 66.3 
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GeoEye-1
2011/09/16
09：33 

TerraSAR-X撮影範囲

福島第一原子力
発電所

TerraSAR-X 
2011/03/13 05：43

TerraSAR-X 
2011/09/05 05：43

GeoEye-1
撮影範囲

福島第一
原子力発電所

 

図 11  使用した TerraSAR-X と GeoEye-1 画像の範囲とその諸元 

倒れ込み範囲 レーダー影範囲 建物輪郭

TSX 2011/03/13 05：43  TSX 2011/09/05 05：43  GeoEye‐1 2011/09/16 09：33 

#1

#2

#3

#4

#1

#2

#3

#4

#1

#2

#3

#4

図 12 各原発建屋についての倒れ込み輪郭とレーダー影の輪郭（北から 1、2、3、4号機の順）
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以上の方法によって求めた倒れ込み範囲（図3のL）及び建屋接地部を除くレーダー影範囲（図3のL’）

における後方散乱係数の平均値とその2時期の差分値を表2、3にそれぞれ示す。倒れ込み範囲における後

方散乱係数は、4号機建屋で平均値の減少が見られるが、3号機建屋では大きな値の変化は確認できなか

った。これは前述したように、倒れ込み範囲に配管設備が密集し明確な差が出にくいことが原因として

考えられる。また、東京電力資料の写真（図14）を確認すると、3号機では4号機に比べ爆発による鉄骨

の露出量が多く、倒れ込み範囲内の後方散乱係数の平均値を求める本手法では、本来現れるべき散乱強

度の減少が、強い散乱強度を示す鉄骨によって相殺されてしまったことも原因の1つとして考えられる。  

表 2 各原発建屋における倒れ込み範囲の後方散乱係数の変化 

 

 

 

表 3 各原発建屋におけるレーダー影範囲の後方散乱係数の変化 

 

 

 

１号機建屋 ２号機建屋

４号機建屋３号機建屋

 

図 13 2011 年 9月 15日の各原子炉建屋の状況（東京電力資料 35)） 
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この鉄骨による平均値への影響は、1号機の値が上昇している原因としても考えられる。東電資料を確

認したところ、1号機では事後画像として用いた2011年9月5日の時点で、建屋カバーの設置作業が進行中

であり、その際に鉄骨の骨組みが組み上げられていることがわかった35) （図13）。 

一方、レーダー影を用いた後方散乱係数の変化では、3、4号機ともに平均値の上昇を捉えることがで

きた。通常、レーダー影範囲内では、後方散乱係数が非常に小さいマイナスの値を示すため、変化があ

った場合、差の値がプラスを示す。これは、爆発によって建屋高さが変わり、レーダー影の範囲が小さ

くなったためであると考えられる。1号機についても、同様にレーダー影範囲内の後方散乱係数の上昇が

みられる。これは2011年3月13日の画像は爆発事故の後であるため、レーダー影の長さが、既に断面図か

ら作成した輪郭よりも小さくなっているが原因として考えられる。このことによって、建屋カバーの設

置の重機や機材などが輪郭内の値として含まれてしまい、平均値が上昇したと考えられる。 

以上よりレーダー影を用いた手法によって、爆発事故による建屋高さの変化を捉えることが可能であ

ることを示すことができたと考える。また、本事例では、倒れ込み範囲において、爆発による変化や機

器・資材の状況が複雑であり、かつ事後画像が半年後のものであったことから、様々な変化が含まれて、

後方散乱の増減だけでは、建屋損傷を充分捉える事は出来なかった。しかし、より高い撮影頻度でSAR

画像が得られていれば、その間の変化を把握できた可能性はある。 

 

4. まとめと今後の展望 

 

本研究では、 高解像度SAR衛星で得られた強度画像を用い、画像上の建物の倒れ込み領域とレーダー

影領域の後方散乱係数の変化から、構造物の形状変化を抽出し被害を把握することを試みた。本手法を

検証するため、2011年東北地方太平洋沖地震により津波被害を受けた仙台塩釜港に位置する建物と、建

屋の爆発事故のあった福島第一原子力発電所に対し本手法を用いて有用性の検討を行った。 

まず、仙台塩釜港の周辺地域より、光学センサ画像と現地写真に基づいて、側面に被害を受けた建物

13棟と無被害の建物13棟を抽出し、被害の有無によるSAR画像上の後方散乱係数の変化を検証した。そ

の結果、建物の倒れ込み範囲内の後方散乱係数の平均値の2時期の差分を求めることで、建物側面におけ

る被害の有無を検出できる可能性が示された。この結果から、仙台塩釜港に立地する計101棟の建物につ

いて、倒れ込み範囲内の後方散乱係数の2時期差分と現地調査結果とを比較し、本手法の適用性の精度検

証を行った。差分が負の値を示した（後方散乱係数が低減した）場合は被害ありと判定し、エラーマト

リックスを用いて精度を求めた結果、総合精度が66.3％とやや課題が残るものの、直下視の光学画像か

らでは確認することができない建物側面の被害把握が可能であることを示した。 

福島第一原子力発電所では、2時期のTSX画像を用いて、倒れ込み範囲とレーダー影範囲の後方散乱係

数の平均値の変化から、爆発事故による原子炉建屋の損傷把握を行った。その結果、倒れ込み範囲では

配管や復旧機材等の影響で変化が出にくかったものの、レーダー影範囲内の後方散乱係数の2時期差分を

求めることで、爆発事故による建屋の損壊（レーダー影の縮小）を把握することができた。 

本研究の例題はいずれも比較的広い場所に立地する大きな建物を対象としているが、建物密集地域に

ある小さな建物については、マイクロ波の反射が複雑になるとともに、画像の解像度の制約もあって本

手法の適用に限界があると考えられる。今後は、倒れ込み範囲やレーダー影範囲の後方散乱係数を画像

解析で自動的に求めることにより、作業時間の短縮を図るとともに、検討対象とする建物数を増やすこ

とで、実用性と精度の向上を図っていきたい。また、倒れ込み範囲を用いた手法では、瓦礫や車などの

障害物により誤判定が発生することが明らかとなったため、建物の周辺環境に応じた評価法の導入も考

えられ、今後より汎用性の高い手法の確立を目指していきたい。 
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ABSTRACT 
Optical satellite images are widely used to detect building damage due natural disasters in the world. However, 

since optical satellites images are mostly acquired from the vertical direction, they can observe only the roofs of 

buildings. Building damage such as to side-walls or mid-story collapse is often overlooked because the upper 

surfaces of buildings do not change too much in the vertical view. This paper proposes the method to detect this 

kind of building damage from the change in layover effects and radar shadow in SAR intensity images. 

Multi-temporal TerraSAR-X images covering Sendai-Shiogama Port and Fukushima No. 1 Nuclear Power Plant 

were employed to detect building damages due to tsunamis and hydrogen explosions after the 2011 Tohoku, Japan 

earthquake. The difference in backscattering coefficients before and after the event in layover and radar-shadow 

areas could show the damages to side-walls of buildings located in these sites. 
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